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＜その他の意見＞ 

○ 事件調査手続の流れを示す指針が出されることは，手続の透明化を進める上で重要な前進であり，また，本指針（案）は，内容的にも現状の事件調査

手続を改善しようとする諸点が盛り込まれており，大きく評価したい。 

  他方で，本指針（案）では，公正取引委員会の証拠収集に関わる部分のみをカバーするものになっているが，違反被疑事業者等側の防御の機会の確保

という観点からは，例えば，証拠開示も含めた反論の機会のための事前手続，審査官との会合が可能となるタイミング等の情報や違反被疑事業者等側の

権利なども含めてプロセス全体を明確に説明する網羅的な指針によって，違反被疑事業者等は，公正取引委員会の事件調査手続における様々な論点が確

認できるため，事件調査手続の開始から最終的な決定に至るまでの一連のプロセスについて，段階を追って分かりやすく説明することが望ましいと考え

る。（団体） 

○ 事業者等の間で独占禁止法のルールそのものへの理解が十分に普及していないことが，違反行為がなくならない理由の一つではないかと考えられる。

まずは事業者等自らが競争ルールを認識し，未然防止を図ることが重要と考える。また，事業者等は，中長期的な視点で，市場における公正で自由な競

争を回復させる立場から，必要な社内調査を進め，仮に社内調査で独占禁止法違反の事実を把握した場合には速やかに当局に報告するなど，競争の回復

にリーダーシップを発揮していくべきである。さらに，聴取対象者が独占禁止法違反に係る事実を公正取引委員会に話した場合でも，社内で不利益処分

が行われないような取組みを進めるべきである。 

調査対象となるような事業者等と直接関係のない消費者・国民は公正取引委員会が行う事件調査になじみがなく，声が出しにくいことも考えられるが，

独占禁止法の事件調査手続は，このように声が聞こえづらい一般消費者の利益を確保するための手続という観点で考える必要があり，企業の自己防衛手

段の拡充ではなく，あくまでも，実態解明機能の確保を前提として適切に検討されるべきものと考える。（団体） 

○ 独占禁止法は公正で自由な競争を促進するものであり，健全な経済成長を実現していく上で，その的確な執行への期待は高い。一方，公正取引委員会

による事件調査は事業活動に多大な負担を課すものであり，特に中小企業においては経営への影響が深刻となりやすいため，より慎重で適正な運用が求

められる。（団体） 

 


